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は じめに

建築物の内部にいる皆さんの頭上には天井が張られている
ことが多いと思います。日常的には、音・照明・空調等の室
内環境を保つために役立ち、美観にも貢献しています。
近年の地震の際には柱や梁といった構造躯体の被害があま
り見られない場合でも、度々、天井の脱落被害が生じていま
した（表１）。建築研究所では被害原因や今後の対策を考え
る上で現地調査等を行い、国土交通省では建築基準法に基づ
く技術的な助言を出していました。しかし、必ずしも十分な
対策が取られないまま、3 年前の東日本大震災では、東北地
方から関東地方に渡る広範囲で天井の脱落被害が生じてしま
いました（写真１、写真２）。国土交通省の発表によると、
東日本大震災での天井脱落等による人的被害は死者 5 名、負
傷者 72 名以上、被害件数は 2000 件以上とされています。
東日本大震災における地震動は継続時間の長いものでした
が、強さとしては一部を除けばさほど大きくはありませんで
した。このため、天井脱落の危険性が改めて注目されるとと
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■ 写真 1　空港での天井脱落被害 ■ 写真 2　体育館での天井脱落被害

■ 表 1　地震時の天井脱落等の被害の例
年

平成13年（2001年）
平成15年（2003年）
平成16年（2004年）
平成17年（2005年）
平成19年（2007年）
平成23年（2011年）

　　　地　 震　　
芸予地震
十勝沖地震
新潟県中越地震
宮城県沖を震源とする地震
能登半島地震
東北地方太平洋沖地震

　 　主な被災建築物
体育館、武道場
空港ターミナルビル
体育館
温水プール
体育館
ホール、体育館、空港ターミナルビル

もに、次の地震への備えとして天井の脱落対策の必要性が広
く認識されることとなりました。建築研究所では、被害情報
の収集から新たな天井の基準作成に至るまで、主に技術的な
側面から支援を行ってきました。
今回は本年 4 月に施行された新たな天井の耐震基準とその
技術的な背景を紹介するとともに、天井脱落防止に向けた建
築研究所の継続的な取組みを紹介します。
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3.11 の悲劇を繰り返さないために、大規模な空間に設けられる天井は新基準に基づいて設計・施工されることとなりました。
建築研究所では新基準の作成等に関する技術的な支援に引き続き、天井の耐震性に関する研究を進めています。

新 しい耐震基準の概要
建築研究所では新基準の作成に当たり主に技術的な協力を行うと

ともに、建築研究資料 No.146（国総研資料 No.751 号）「建築
物における天井脱落対策に係る技術基準の解説」も作成しました。
今回の新基準では、「吊り天井」注）を対象としています。これは、

一般的には吊りボルトと呼ばれる部材によって上階の床や屋根から
天井を吊り下げる形式のものです（写真 3）。ぶら下がっている状態
ですので、耐震性に配慮しないと地震時の建築物の揺れによって、
天井自体が振り子のように大きく揺れてしまいます。過去の地震被害
でも吊り天井が大きく揺れることで脱落に至ったと考えられる例が多く
あります。
吊り天井のうち、「脱落によって重大な危害を生ずるおそれがある

もの」として、次の 3 つの条件に該当する天井は、基準に従った
耐震性等を確保する必要があります。
[1] 人が日常立ち入る場所に設けられるもの
[2]高さが6mを超え、かつ、水平投影面積が200㎡を超えるもの
[3]1㎡当たりの質量が2kgを超えるもの
[1] は物的な被害はさておき、少なくとも負傷等の人的な被害を防ぐ
という観点に基づいています。[2] は、高いところから落下するほど危
険性が高く、また面積が広くなるほど避難行動等の対応が難しくなるこ
とを考慮したものです。[3] は、高さと関連しますが、質量（重量）の
大きいものほど落下した場合の危険性が高いことに配慮したものです。
吊り天井で上記 [1] ～ [3] に該当するものを、基準上は「特定
天井」と呼び、規制の対象となります。基準では天井裏に「斜め部材」
（ブレース）を設けて地震時に容易に揺れないようにすることや、壁
等に天井がぶつかって破損しないように、壁際などには「隙間」（ク
リアランス）を設けること等が基本的に要求されます（図１）。また、
天井の地震被害では折れ曲がりのある部分で脱落した例（写真 4）
や、接合部で用いられ
る溶接部や金具が外れ
た例（写真 5, 6）が
ありました。これらの被
害要因をなくすため、
新基準では折れ曲がり
部分等の壊れやすい
箇所には力がかからな

天井の新しい耐震基準と脱落防止に向けた取組み

いように配慮することや、外れにくい接合方法とすることを求めてい
ます。新基準の施行以前は、実験実施は業者（天井メーカー）に
よる判断に任されていましたが、今後は統一されたルールで実験を
行って、強度等が確かめられた接合部等を使用することになってい
ます。
図 2に地震時の構造躯体の揺れと天井の揺れの概要を示します。
地震の際、構造躯体の揺れは地面の揺れよりも大きくなります。地
震動や建築物の性質にもよりますが、一般に上階ほど揺れは大きく
なります。その様子を図の中央にある 3 つの波形が示しています。
天井は構造躯体に設置されていますので、地面よりも大きな揺れを
受けることになります。構造躯体と同様に、天井も上階のものの方
が下階より大きな揺れを生じることになります。
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■ 写真3　一般的な天井（JIS A 6517 の鋼製下地を用いた天井）

■ 図 1　新基準の天井
隙間

斜め部材壁

床・屋根

注）天井は「吊り天井」と「直天井」とに大別されます。天井仕上げ
材が梁や床等の構造躯体に直接取り付けられているものを直天井と呼
びます。
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■ 写真4　折れ曲がりのある天井脱落の被害

■ 写真 5　溶接の外れ

■ 写真 6　落下した天井（クリップ、吊り金具の外れ）
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天 井脱落防止に向けた建築研究所の
　　 継続的な取組み
新基準では従来は必ずしも設けられていない「斜め部材」や

「隙間」を要求されます。一方で、室の用途等によっては「隙間」
や「斜め部材」のない天井を設置したいという要望もあります。
建築研究所では「斜め部材」や「隙間」のない天井（図３）の
耐震性を明らかにすべく、実験やシミュレーション等による研
究を進めています。斜め部材を設けないことで、天井裏のスペー
スを設備等のために有効利用できるなどのメリットがあります。
新基準では斜め部材によって天井の地震力を上部の床・屋
根に負担させる構造になっていますが、斜め部材・隙間のな
い天井では天井面によって地震力を周囲の壁等に負担させる
構造になります。従って、新基準よりも天井面の強さ等につ
いて詳しく調べる必要があります。そこで圧縮力をかける実
験を行い、天井面の強さ等を把握しています（写真 7）。
隙間のない天井であっても、規模が大きくなると地震力に

よって天井面に若干の伸び縮みを生じることが考えられます。
地震の揺れの最中、くっつけていた壁等と天井が離れ、また近
づいてぶつかることが繰り返されます。ぶつかった際の衝撃力
によって天井が壊れてしまうかもしれません。そこで振動台等
の実験施設を利用して地震時の揺れを再現し、天井が周囲の
壁等と衝突することで生じる衝撃力を把握しています。また、
大きな地震動レベルまで
加振を行って、地震時の
破壊状況についても確認
しています。従来から用
いられているクリップと
呼ばれる接合金具を使用
した場合、天井が壁等と
衝突する際の衝撃ではじ
けるように外れてしまう
ことがあり、天井面が下

地材（野縁）とともに脱落してしまいました（写真８，９）。
軒裏などの屋外で用いられる外れにくいクリップ（耐風圧ク
リップ）に替えて同様の実験を行ったところ、今度は面材（せっ
こうボード）と下地（野縁）とを留め付けているビスの部分か
ら外れて、面材だけが脱落しました（写真１０）。耐震性を高
めるためには、下地材どうしがバラバラにならないように耐風
圧クリップなどを用いるとともに、面材を脱落しにくくするた
めに多くのビスで留め付けること等が考えられます。
実験結果から、平面規模がさほど大きくない水平な天井

（JIS A 6517 の鋼製下地を用いた天井）の場合には、接合部
等に配慮すれば一定の耐震性を期待できると考えられます。

■ 図 3　斜め部材・隙間のない天井
　　 　（図１と比較して見て下さい）

■ 写真 7　天井の面内圧縮試験

■ 写真 8　クリップの外れによる天井面の落下（実験結果） 

■ 写真 9　クリップの外れ

■ 写真 10　面材（せっこうボード）の落下（実験結果）

天井の揺れ地面と構造躯体の揺れ

地面(1階床)の揺れ

2階床の揺れ

屋根の揺れ

1階の天井の揺れ

2階の天井の揺れ

 
隙間なし、斜め部材なし

壁

床・屋根

新基準では設置すべき斜め部材の本数や設計で使用する地震力
が示されています。これらの条件は、地震時の構造躯体の揺れ、
天井の揺れを考慮して定められています。これは建築研究所が実施
した図 2のようなシミュレーション等に基づく技術的な提案を元にした
ものです。

お わりに
建築研究所では引き続き検討を行って、隙間等のない天井
の耐震性を明らかにしていくとともに、様々な天井に対する
必要性能の提示や、安全・安心な室内空間の普及のための啓
発活動等に努めて参りたいと思います。

［建築生産研究グループ　主任研究員　石原直］

圧縮力

圧縮力

■ 図 2　構造躯体の揺れ、天井の揺れ
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東日本大震災から約３年半になります。東日本大震災による被害というと、津波による被害が
すぐに頭に浮かびますが、本号の特集にありますように、地震による天井の被害も多くあったこと
がわかります。都内では天井の落下によって、貴重な人命も失われています。地震による天井の
被害は、東日本大震災の前にも、幾つかの大きな地震のときに発生していることもわかります。ほ
とんど全ての建物には天井があります。耐震性というと、これまでは建物の構造躯体の耐震性が
主に議論されてきましたが、実は天井材のような非構造部材の耐震性も、人命を守るという点に
おいては同じように重要です。天井の設計と施工に関する新しい基準の作成には、建築研究所
の研究成果が活用されています。これまでの一連の研究と今後の研究が、より一層安全な建物
を実現する上で役立てたいと思います。

（Ｓ.Ｎ.）

構造研究グループの研究成果
　東京、名古屋、大阪などの大都市が位置する堆積平野（川が運んだ土砂などの比較的
柔らかい地盤が厚く堆積した平野）では、地震の際に長周期のゆっくりとした揺れが増
幅されます。一方、大都市には超高層建築物や免震建築物が数多く存在しますが、これ
らが長周期地震動に共振し、大きな揺れが長く続く可能性が指摘されています。このよ
うな懸念に対し建築研究所では、超高層建築物や免震建築物の構造安全性を確保するた
めに、「建物応答に関する研究開発」と「入力地震動に関する研究開発」に取り組んでい
ます。建物応答については、これまでに、鉄筋コンクリート造や鉄骨造超高層建築物の
大型実験や、免震部材の実大実験を実施し、それぞれの地震応答性状を確認してきました。
また入力地震動については、長周期地震動の予測手法を開発し（建築研究資料No.127）、
2010 年に国土交通省から意見募集が行われた“長周期地震動の対策試案”に反映され
ました。その後、2011 年東北地方太平洋沖地震で得られた観測記録の特性等を踏まえ
て予測手法を改良するとともに、任意地点における長周期地震動の評価を可能としまし
た。さらに、本手法を用いて内閣府が提示している南海トラフ３連動地震や最大級地震
（4 連動）の震源モデルに基づいた地震動を作成し、超高層・免震建築物の代表的モデル
を用いた地震応答解析を行い、応答レベルについて考察、整理を行いました。これらの
成果も、建築研究資料（No.144，147）として取りまとめ、公表しています。

南海トラフ４連動震源モデル [M9.0] を対象とした長周期地震動予測手法の適用例
（震源は内閣府のパラメータに基づき設定。右図の黒細線は設定条件によるばらつき。）

● Q&A コーナーは、読者の方から頂いたご質問にお答えするコーナーです。
　 ご質問は、 epistula@kenken.go.jp までお知らせ下さい。

Ｑ＆Ａコーナー
Ｑ：建築研究所ではどのような目標を掲げて研究開発を行っていますか？
Ａ：建築研究所では、国の行政施策や技術基準に関連する技術的知見の習得、民間の技
　　術開発の誘導・促進や優れた技術の市場化に資する新技術の評価法・試験法など、
　　民間等ではできない公正・中立な立場を活かせる研究開発を行っています。
　　具体的には、社会的要請の高い４つの目標を掲げ、国が実施する関連行政施策の立
　　案や技術基準の策定等に反映しうる成果を早期に得ることを目指す研究開発を重点
　　的研究開発課題と位置付け、重点的かつ集中的に実施しています。
　　　目標１　グリーンイノベーションによる持続可能な住宅・建築・都市の実現
　　　目標２　安全・安心な住宅・建築・都市の実現
　　　目標３　人口減少・高齢化に対応した住宅・建築・都市ストックの維持・再生
　　　目標４　建築・都市計画技術による国際貢献と情報化への対応
　　　＜建築研究所の重点的研究開発のページ＞
　　　http://www.kenken.go.jp/japanese/research/jyuuten-kadai.html 変化アサガオ

Photo by M.Kato

「平成26年度つくばちびっ子博士」に
伴う施設公開のご案内

　建築研究所では、つくば市教育委員会が主催
する「つくばちびっ子博士」事業に賛同し、研究所
の実験施設と展示館を公開します。本事業は、全
国の小中学生を対象として実施されているもので、
子供達が、つくば市内の研究・教育機関において
科学技術に触れることにより、科学に対する関心
を高めることを目的としています。子供達は、各研究
機関等を見学しながらスタンプラリーを楽しみます。
　実験施設の公開は、7月26日㈯（10:00～
16:40）と7月30日㈬（13:00～16:00）の２日間
実施します。見学は、１コース２施設程度を回るツ
アー形式で行い、防耐火実験棟や建築環境実験
棟などの実験棟で、担当の研究者が実験を見せ
ながら、その施設で行っている研究を分かりやすく
説明いたします。また、今回はつくば市のゆるキャラ
である「ツクツク」と「フックン船長」が参加します。
　見学ツアーは、電話による事前予約制です。予
約方法・ツアー内容等の詳細については、建築研
究所ホームページ（http://www.kenken.go.jp/）
に掲載いたしますのでそちらをご覧下さい。定員に
なり次第受付を終了させて頂きます。また、7月22日
㈫～8月29日㈮までの平日（10:00～16:00）は、
展示館のみ自由見学を随時受け付けております。


